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第１ ２０１９年度における委員会の運営の重点事項

（１）事業運営方針

食品安全委員会（以下「委員会」という。）は、引き続き、食品安全基本法（平成

１５年法律第４８号）に定める基本理念及び施策の策定に係る基本的な方針並びに「食

品安全基本法第２１条第１項に規定する基本的事項」（平成２４年６月２９日閣議決

定）に基づき、国民の健康の保護を最優先に、委員会の所掌事務を円滑かつ着実に実

施するとともに、委員会の業務改善を進めていく。

（２）重点事項

① 食品健康影響評価の着実な実施

食品の安全に関する国際的動向を踏まえた我が国の食品の安全の確保に資する制度

の見直し等を踏まえ、客観的かつ中立公正なリスク評価を推進する。

２０１９年度においては、特に以下の事項に係る取組を重点的に行うこととする。

a. 平成３０年６月の食品衛生法の改正によって、国際整合的な食品用器具・容器包

装についてのポジティブリスト制度が導入されたことから、器具・容器包装から食

品へ移行する物質について、評価ガイドライン等を取りまとめた上で、リスク評価

依頼がなされた物質について順次リスク評価を行う。また、同年同月の農薬取締法

の改正に伴い導入される農薬の再評価について対応を進める。

b. 農薬について、国際的な評価方法との整合を可能な限り確保し、調査審議の透明

性の確保及び円滑化に資するため、国内外の安全性評価の考え方等を基に評価ガイ

ドラインを策定する。また添加物についても、研究事業の取りまとめを活用して評

価ガイドラインの改訂を検討する。

c. ベンチマークドーズ法については、化学物質の毒性評価に資するよう、海外の評

価機関等の動向を踏まえつつ、食品健康影響評価技術研究（以下「研究事業」とい

う。）の成果等を基に集積された科学的知見を組み込むことによりガイドラインの作

成を進める。またin silico評価手法を推進するため、知見の蓄積を行う。

② リスクコミュニケーションの戦略的な実施

食品健康影響評価等の科学的知見に基づく食品の安全性に関する国民の一層の理解

の促進のため、「食品の安全に関するリスクコミュニケーションのあり方について」

（平成２７年５月２８日企画等専門調査会取りまとめ）等を踏まえ、リスクアナリシ

ス及び食品安全の基本的な考え方並びに食中毒についてリスクコミュニケーションを

実施する。特に学校育関係者や食品関係事業者との連携強化を図る。

③ 研究・調査事業の活用

研究事業の活用状況等に着目した追跡評価の結果を踏まえ、プログラム評価を行う。

その上で、「食品の安全性の確保のための研究・調査の推進の方向性について」（平成
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２２年１２月１６日委員会決定（平成２７年３月３１日最終改定。以下「ロードマッ

プ」という。)について、２０２０年度から２０２４度までの５年間に委員会が推進

すべき研究・調査の方向性を明示するための内容の改正を行う。

④ 海外への情報発信、国際会議等への参画及び関係機関との連携強化

委員会の活動が海外でも認められ、かつ、委員会の機能強化に資するよう、海外へ

の情報発信を積極的に実施するとともに、国際的な議論への貢献及び必要な情報の収

集のため、国際会議等に委員、専門委員等を積極的に派遣する。さらに、平成３０年

度以前に協力文書を締結した機関との定期的な会合、新たな機関との関係構築、国際

会議の開催等、海外の関係機関との意見交換・情報交換を積極的かつ戦略的に行い、

連携を強化する。

第２ 委員会の運営全般

（１）委員会会合の開催

原則として、毎週１回、委員会の委員長が委員会に諮って定める日に、公開で委

員会会合を開催する。なお、緊急・特段の案件については、臨時会合を開催し、対

応する。

（２）企画等専門調査会の開催

２０１９年度の企画等専門調査会については、別紙１のスケジュールで開催する。

（３）食品健康影響評価に関する専門調査会の開催

必要に応じ、以下に掲げる方策を活用しつつ、専門調査会を開催する。

既存の専門調査会での審議が困難な課題や複数の専門調査会に審議内容がまたがる

課題について、効率的な調査審議を実施するため、以下の取組を行う。

① 原則として、委員会の下に専門調査会と同等の位置づけとするワーキンググルー

プを設置

② 専門調査会の下に部会を設置

③ 専門調査会に他の専門調査会の専門委員を招いて調査審議

④ 関係する専門調査会を合同で開催

（４）委員会と専門調査会の連携の確保

専門調査会における円滑な調査審議を図るため、原則としてすべての専門調査会

に委員会委員が出席し、必要に応じて、情報提供を行うとともに、助言を行う。

（５）リスク管理機関との連携の確保

食品の安全性の確保に関する施策の整合的な実施等の観点から、関係府省連絡会

議等を通じ、リスク管理機関との連携を確保する。
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（６）事務局体制の整備

評価体制等の充実を図るため、必要な予算及び機構・定員を確保する。

第３ 食品健康影響評価の実施

１ リスク管理機関から食品健康影響評価を要請された案件の着実な実施

（１）リスク管理機関から食品健康影響評価を要請された案件について

評価要請の内容に鑑み、食品健康影響評価に必要な追加情報を求めた場合その他

特段の事由がある場合を除き、早期に食品健康影響評価が終了するよう、計画的・

効率的な調査審議を行う。

（２）企業からの申請に基づきリスク管理機関から要請を受けて行う食品健康影響評

価について

「企業申請品目に係る食品健康影響評価の標準処理期間について」（平成２１年

７月１６日委員会決定）に基づき、標準処理期間（追加資料の提出に要する期間

を除き１年間）内に評価結果を通知できるよう、計画的な調査審議を行う。

（３）いわゆるポジティブリスト対象品目の食品健康影響評価について

「暫定基準が設定された農薬等の食品健康影響評価の実施手順」（平成１８年６

月２９日委員会決定）に基づき、計画的な調査審議を行う。

２ 評価ガイドラインの策定等

食品健康影響評価の内容について、案件ごとの整合性を確保し、調査審議の透明性

の確保及び円滑化に資するため、必要に応じ、評価ガイドライン（評価指針、評価の

考え方等）の策定等を進める。

２０１９年度においては、器具・容器包装から食品へ移行する物質について、食品

衛生法改正に伴うポジティブリスト制度導入に対応するため評価ガイドラインを策定

するとともに、農薬について、これまでの評価結果や国内外の安全性評価の考え方を

基に評価ガイドラインを策定する。また添加物については、研究事業のとりまとめを

活用して評価指針の改訂を検討する。

さらに、ベンチマークドーズ法について海外の評価機関等の動向を踏まえつつ、リ

スク評価への活用に関するガイドラインの策定を進める。

３ 「自ら評価」を行う案件の定期的な点検・検討及び実施

（１）「自ら評価」案件の選定

２０１９年度における「自ら評価」案件の選定については、「食品安全委員会が

自ら行う食品健康影響評価に関し企画等専門調査会に提出する資料に盛り込む事

項」（平成１６年５月２７日委員会決定）及び「企画等専門調査会における食品安

全委員会が自ら行う食品健康影響評価対象候補の選定の考え方」(平成１６年６月

１７日委員会決定)を踏まえ、別紙２に掲げるスケジュールで実施する。
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（２）「自ら評価」の実施

平成３０年度までに選定された「自ら評価」案件であって、次に掲げるものにつ

いては、それぞれ以下のとおり実施する。

① 「食品（器具・容器包装を含む）中の鉛の食品健康影響評価」（平成１９年度

決定）

調査事業等で収集された科学的知見を精査した上で、調査審議を行う。

② 「アレルギー物質を含む食品」（平成２７年度決定）

研究事業で作成した評価ガイドラインのたたき台を踏まえ、アレルゲンを含む

食品に関するワーキンググループにおいて、調査事業で収集・整理した科学的知

見を活用し、審議を進める。

（３）「自ら評価」の結果の情報発信等

２０１９年度内に「自ら評価」案件の評価が終了した場合は、その評価結果に関

して、意見交換会の開催やFacebookでの発信等により丁寧に情報提供を行う。「自

ら評価」案件選定の過程で決定された事項（情報収集等）について、その決定に基

づき、ホームページ、Facebook等で情報提供を行う。

第４ 食品健康影響評価の結果に基づく施策の実施状況の監視

１ 食品健康影響評価の結果に基づく施策の実施状況の調査

食品健康影響評価の結果に基づく施策の実施状況について、リスク管理機関に対し、

２０１９年１０月を目途に調査を実施し、その結果を踏まえ、必要に応じ、勧告、意

見の申出を行う。

２ 食品安全モニターからの報告

食品安全モニターから、随時、食品健康影響評価の結果に基づき講じられる施策の

実施状況等についての報告を求める。その結果については、必要であればリスク管理

機関に対する勧告、意見の申出の参考とする。

また、食品の安全に関する意識等を把握するためのアンケートの調査を２０２０年

２月を目途に実施する。

第５ 食品の安全性の確保に関する研究・調査事業の推進

１ 研究・調査事業のロードマップの改正

今後５年間に委員会において推進すべき研究・調査の方向性を明示するため、ロー

ドマップの改正を行う。
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２ 食品健康影響評価技術研究の推進

（１）食品健康影響評価技術研究課題の選定

２０２０年度における食品健康影響評価技術研究課題については、食品健康影響

評価を的確に実施するため、改正されたロードマップを踏まえて定められた優先実

施課題に基づき、別紙３に掲げるスケジュールで公募・審査を行い、食品健康影響

評価等の実施のために真に必要性の高いものを選定する。公募の際には、大学等の

関係研究機関に所属する研究者に向けて幅広く周知するとともに、課題の選定等に

関する議事の概要を公表して透明性を確保する。

（２）平成３０年度に終了した研究課題の事後評価の実施

平成３０年度に終了した研究課題について、別紙４に掲げるスケジュールで事後

評価を実施するとともに、研究成果発表会の開催、ホームページでの研究成果報告

書の公表を行う。

（３）２０１９年度に実施する研究課題の中間評価の実施

２０１９年度に実施する研究課題について、別紙４に掲げるスケジュールで中間

評価を実施し、必要に応じ主任研究者へ研究計画の見直し等の指導を行う。

（４）実地指導

研究費の適正な執行を確保するため、主として新規採択課題の経理事務担当者に

対し、２０１９年１０月に実地指導を行う。

（５）関係府省との連携

競争的資金に関する関係府省連絡会担当者会議に出席し、競争的資金の取扱い等

に関して意見交換を行い、必要に応じ、研究に関する規程を見直すとともに、研究

を効率的に実施するため、「食品の安全性の確保に関する試験研究の推進に係る担

当者会議」（食品の安全性の確保に関する試験研究の推進に係る関係府省相互の連

携・政策調整の強化について（平成１７年１月３１日関係府省申合せ））を新規採

択課題決定前などに適宜開催し、関係府省との連携・政策調整を強化する。

３ 食品の安全性の確保に関する調査の推進

（１）食品安全確保総合調査対象課題の選定

２０２０年度における食品安全確保総合調査対象課題については、改正されたロ

ードマップを踏まえて定められた優先実施課題に基づき、別紙５に掲げるスケジュ

ールで、食品健康影響評価等の実施のために真に必要性の高いものを選定する。入

札公告の際には、大学等の関係研究機関も含め幅広く周知する。

（２）食品安全確保総合調査対象課題に係る情報の公開

選定した調査の対象課題については、実施計画をホームページ等に公開し、その

内容を随時更新するとともに、調査結果については、個人情報や企業の知的財産等

の情報が含まれている等公開することが適当でないと判断される場合を除き、食品
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安全総合情報システムにより公開する。

４ 研究・調査事業の「プログラム評価」の実施

これまでに行った、研究事業及び調査事業の意義、運営方針の妥当性及び成果への

活用状況等に着目した追跡調査を踏まえ、プログラム評価を行う。

第６ リスクコミュニケーションの促進

「食品の安全に関するリスクコミュニケーションのあり方について」(平成２７年

５月２８日企画等専門調査会取りまとめ）等を踏まえ、２０１９年度の重点テーマを

「リスクアナリシス、食品安全の基本的な考え方」及び「食中毒」とし、戦略的にリ

スクコミュニケーションを実施する。

１ 様々な手段を通じた情報の発信

食品健康影響評価その他の食品の安全性について、迅速に最新の情報を、媒体の特

性を踏まえて発信する。また、情報発信に当たり、新たな媒体の活用について検討す

る。

（１）ホームページ

食品健康影響評価の結果、食品の安全に関する最新の情報や委員会、専門調査会、

意見交換会の開催状況等について情報提供を行う。特に、小学校高学年が成人（学

校教育関係者、保護者等）と一緒に食品安全について学べるキッズボックスについ

て、掲載記事を充実させる。

また、掲載情報をより見やすくするため、トップページのレイアウトを見直す。

（２）Facebook

「食品安全委員会公式Facebook（フェイスブック）運営規則」（平成２９年５月

委員会事務局長決定）の投稿指針等を踏まえ、健康被害案件、２０１９年度の重点

テーマ、季節性のある注意喚起等についての記事を適時発信する。

（３）メールマガジン

委員会や専門調査会、意見交換会の開催状況等を「Weekly版」として発信すると

ともに、実生活に役立つ食品の安全に関する情報を分かりやすく解説した情報等を

「読物版」として発信する。

（４）ブログ

メールマガジン「読物版」で配信した内容を始め、食品の安全に関する情報提供

を行う。
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（５）冊子等の紙媒体

委員会運営状況報告書に基づき、委員会の１年間の取組をわかりやすく冊子に取

りまとめ、広く国民に情報提供を行う。また、パンフレット「食品安全委員会」及

び「キッズボックス総集編」（２０１９年改訂予定）を、意見交換会等において配

布する。

重点テーマについては、食中毒については意見交換会でリーフレットを配布し、

リスクアナリシスの考え方については学会のブース出展等で掲示するためのポスタ

ーを改訂する。

（６）YouTube

YouTube に２０１９年度に実施した「精講：食品健康影響評価」及び「みんなの

ための食品安全勉強会」の動画を掲載する。

２ 「食品の安全」に関する科学的な知識の普及啓発

（１）意見交換会、講師派遣等

重点テーマについて、広く一般消費者を対象とした食品の安全に関する科学的な基

礎知識についての講座「みんなのための食品安全勉強会」と食品関係事業者や研究者

等を対象とした食品健康影響評価について理解を深める講座「精講：食品健康影響評

価」を、それぞれ複数地域で開催する。

また、特に学校教育関係者に対しては、地方公共団体主催の意見交換会等に講師

を派遣することにより、児童・生徒、保護者への波及効果を高めていくほか、学校

教育関係者が現場で活用しやすい教材（副読本）作りを進める。

加えて、フードチェーンの一部をなす流通に携わる事業者に対して、科学的根拠

に基づく情報を提供する。

さらに、特定の食品による過剰摂取等のおそれがあるハザードについては、Face

book等の記事投稿、意見交換会・研修等への講師派遣により、その食品の摂取量が

多い層に対して普及啓発を行う。

（２）その他

食の安全ダイヤルを通じて消費者等から寄せられた情報及び食品安全モニターか

ら寄せられた危害情報については、リスクの初期情報としてリスク管理機関と共有

し、食品の安全性の確保に向けて有効活用を図る。また、食の安全ダイヤルを通じ

て消費者からよく聞かれる質問等については、ホームページやFacebook等を通じて

情報提供する。

３ 関係機関・団体との連携体制の構築

（１）リスク管理機関との連携

関係省庁が、食品のリスクについて科学的根拠に基づく共通認識を持ち、一貫性

をもった情報発信をするため、原則、隔週での関係府省の担当者によるリスクコミ

ュニケーション担当者会議を行うほか、緊密に情報交換・調整を行う。
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（２）地方公共団体との連携

地方公共団体の食品安全担当者との間の情報連絡網を最大限活用して、各種の情

報や食品安全に係る資料の共有化等を図る。また、学校教育関係者に対して効果的

に科学的な知識の普及啓発ができるよう、連携強化を進める。

さらに、リスクコミュニケーションの成功事例の情報共有等により、リスクコミ

ュニケーションを効果的に実施できるよう、地方公共団体との連絡会議を開催する。

（３）マスメディア、消費者団体、事業者団体、関係職能団体等との連携（円滑に情報

交換できる体制の構築）

マスメディア、消費者団体、事業者団体、関係職能団体等と、定期的に意見交換

を実施し、関係強化を図る。

特に、消費者団体、事業者団体及び関係職能団体からの要望を踏まえ、意見交換

会（共催）や講師派遣等を実施する。

（４）学術団体との連携

食品の安全性に関する科学的な知識を普及させるためには学術団体との連携が効

果的であることから、更なる連携強化を図る。具体的には、重点化する学術分野を

明確にした上で、学会において、委員会委員による講演等とブース出展を行う。

第７ 緊急の事態への対処

１ 緊急事態への対処

緊急事態が発生した場合には、「食品安全委員会緊急時対応指針」（平成１７年４

月２１日委員会決定。以下「指針」という。）等を踏まえ、関係行政機関等との密接

な連携の上、危害物質の毒性等の科学的知見について関係省庁及び国民に迅速かつ

的確な情報提供を行う等、適切に対応する。

２ 緊急事態への対処体制の整備

指針等を踏まえ、平時から、緊急時に備えた情報連絡体制の整備や、科学的知見

の収集・整理、緊急時対応訓練等を実施することにより、緊急事態への対処体制の

強化に努めるとともに、企画等専門調査会において、実際の緊急時対応の結果及び

緊急時対応訓練の結果の検証を行い、緊急時対応の問題点や改善点等について検討

し、必要に応じ、指針等の見直しを行う。

３ 緊急時対応訓練の実施

緊急時対応の取りまとめとなる消費者庁と密に連携し、実際の緊急時を想定した実

践的な訓練を、２０１９年４月～１１月（実務研修）、１２月（確認訓練）を目処に

行い、緊急時対応体制の実効性を確認するとともに、担当者の実践的対応能力の向上

等を図る。
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第８ 食品の安全性の確保に関する情報の収集、整理及び活用

国内外の食品の安全性の確保に関する科学的情報について、国際機関、海外の政府

関係機関や学術誌に掲載された論文、食の安全ダイヤル等を通じ、毎日、収集する。

収集した情報については、国民やリスク管理機関などのニーズに対応できるよう的

確な整理及び分析を行い、「食品安全総合情報システム」（委員会のホームページ上の

情報検索用データベースシステム）へ登録し、国民に対する情報提供、リスク管理機

関等との情報共有を行う。

加えて、食品健康影響評価や緊急時の対応等において、専門家等の専門知識の活用

を図る観点から、専門情報の提供に協力いただける専門家や関係職能団体等との連絡

体制を確保し、情報交換等を行う。

第９ 国際協調の推進

（１）国際会議等への委員及び事務局職員の派遣

以下のスケジュールで開催される国際会議等に委員、専門委員及び事務局職員を

派遣する。

２０１９年５月 Ｐｒｉｏｎ２０１９

５月 ＦＡＯ／ＷＨＯ合同残留農薬専門家会議（ＪＭＰＲ）（臨時）

６月 第８７回ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品添加物専門家会議（ＪＥＣＦ

Ａ）

６月 第３４回ＯＥＣＤ農薬作業部会

８月 米国バイオ規制視察

９月 ＦＡＯ／ＷＨＯ合同残留農薬専門家会議（ＪＭＰＲ）

９月 レギュラトリーサイエンスに関する国際会議（ＧＳＲＳ）２０

１９

２０２０年３月 米国毒性学会（ＳＯＴ）

また、必要に応じ、このスケジュールのほかに開催されることとなった国際会議

等に委員等を派遣する。

（２）海外の研究者等の招へい

海外の食品安全に係る研究者及び専門家を招へいし、食品の安全性の確保に関

する施策の策定に必要な科学的知見の充実を図る。

（３）海外の食品安全機関等との連携強化

海外の食品安全機関等との連携強化を図るため、職員の派遣等の人材交流、食品

健康影響評価に関する情報交換等を実施する。また、国際共同評価への参画等に努

める。委員会と既に協力文書を締結している欧州食品安全機関（ＥＦＳＡ）、豪州

・ ニュージーランド食品基準機関（ＦＳＡＮＺ）、ポルトガル経済食品安全庁（Ａ
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ＳＡＥ）、フランス食品環境労働衛生安全庁（ＡＮＳＥＳ）、ドイツ連邦リスク評価

研究所（ＢｆＲ）及びデンマーク工科大学（ＤＴＵ）と連携強化のための会合を開

催する。また、必要に応じ、米国食品医薬品庁（ＦＤＡ）、アジア諸国の食品安全

機関等の他の外国政府機関との情報交換、連携の構築を行う。

（４）海外への情報発信

食品健康影響評価の概要、食品安全確保総合調査及び食品健康影響評価技術研究

の成果等の英訳を行い、順次英語版ホームページに掲載する。

食品安全に関する論文及び食品健康影響評価書の英訳を掲載する英文ジャーナル

「Food Safety-The Official Journal of Food Safety Commission of Japan」を

年４回程度発行し、国内外に広く情報発信していく。



別 紙 １ 

 
 

２０１９年度における企画等専門調査会調査審議スケジュール 
 
 

月 調 査 審 議 事 項 
６月 ○ 平成３０年度食品安全委員会運営状況報告書について 

○ ２０１９年度食品安全委員会が自ら行う食品健康影響評

価の案件選定の進め方について 
○ ２０１９年度食品安全委員会緊急時対応訓練骨子につい

て 
 

１１月 ○ ２０１９年度食品安全委員会運営計画の実施状況の中間

報告について 
○ ２０１９年度食品安全委員会が自ら行う食品健康影響評

価の案件候補の選定について 
 

２０２０年１月 ○ ２０２０年度食品安全委員会運営計画について 
○ ２０１９年度食品安全委員会が自ら食品健康影響評価を

行う案件候補の選定について 
○ ２０１９年度食品安全委員会緊急時対応訓練実施結果、

２０２０年度食品安全委員会緊急時対応訓練計画等につ

いて 
 

 
 
 



 

 

別 紙 ２ 

 
 

２０１９年度における「自ら評価」案件の選定スケジュール 
 
 

月 事          項 
２０１９年６月 

 
○ 企画等専門調査会における審議 
・「自ら評価」案件選定の進め方について 
 

７月 ○ ホームページ等による一般からの意見募集の実施 
○ 専門調査会等からの意見、ホームページ等により募集した

一般からの意見、要望書等の整理 
 

８月～１０月 ○ 事務局による「自ら評価」の案件候補の整理 
 

１１月 ○ 企画等専門調査会における審議（第１回絞込み） 
・前年度までの「自ら評価」のフォローアップ 
・「自ら評価」の案件候補について議論 

 
２０２０年１月 ○ 企画等専門調査会における審議（第２回絞込み） 

・「自ら評価」の案件候補の決定 
 

２月      ○ 食品安全委員会における審議 
・「自ら評価」の案件候補について議論 

  ・その他の案件の取扱い（情報提供など）を決定 
○ 意見・情報の募集 
 

３月 ○ 食品安全委員会における審議 
・意見・情報の募集の結果を踏まえ、「自ら評価」案件を決定 

 
 



研究課題の募集

（２０１９年１０月）

研究課題候補の選定
（２０２０年１月～２月）

書面審査
（２０１９年１１月～１２月）

新ロードマップに基づく２０２０年度に優先的に実施すべき研究課題の決定

（２０１９年９月）

新規研究課題の食品安全委員会決定
（２０２０年３月）

２０２０年度新規研究課題決定までのスケジュール

ヒアリング審査

（２０２０年１月）

別 紙 ３



別 紙 ４

２０１９年度の研究事業評価実施スケジュール

食品安全委員会への報告（２０１９年９月）

研究成果発表会（２０１９年１０月）

事後評価の実施（２０１９年７月）

中間評価の実施（２０２０年１月）

食品安全委員会決定（２０２０年３月）

〔平成３０年度に終了した課題の事後評価〕

〔２０１９年度に実施する課題の中間評価〕

研究成果報告書（中間報告書）の提出期限

（２０１９年１１月）



実施課題案の選定

（２０２０年１月～２月）

食品安全委員会決定
（２０２０年３月）

別 紙 ５

新ロードマップに基づく

２０２０年度に優先的に実施すべき調査課題の決定
（２０１９年９月）

２０２０年度に実施する調査課題の選定
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「２０１９年度食品安全委員会運営計画（案）」に関する

意見の募集結果について

１．実施期間 平成３１年２月１３日～平成３１年３月１４日

２．提出方法 インターネット、ファックス、郵送

３．提出状況 ３通

４．頂いた御意見及び食品安全委員会の回答

頂いた御意見 食品安全委員会の回答

【意見１】 【回答１】

生活協同組合や組合員にとって、食品の

安全性は大きな関心事です。消費者は食

品の安全やリスクに関する正しい情報を

十分に受け取り、それらを理解し、自ら

の選択・判断に生かす必要があります。

この点で、食品安全委員会の行う食品健

康影響評価等の情報提供やリスクコミュ

ニケーションは極めて重要です。

今般示された「２０１９年度食品安全委

員会運営計画（案）」では、戦略的リスク

コミュニケーションの重点を「リスクアナ

リシスと食品安全の基本的な考え方」と「食

中毒」とすること、学校関係者や食品関係

事業者と連携を強化することが記されてい

ます。テーマ、連携強化対象ともに、消費

者の安全・安心な食生活を守る上で効果的

であると考え、当会はこの方向性を前向き

に評価し、支持します。着実に実施してく

ださい。

１．過去に食品添加物に指定されたものの １．食品添加物は基本的には企業申請品目

うち、安全性のデータが不十分な化学物質 であることから、企業やリスク管理機関が

や、新たな科学的知見を得た化学物質につ データを揃え、委員会に諮問されます。厚

いて、迅速に再評価を行ってください。リ 生労働省において危害情報を収集・整理し

スク管理機関である厚生労働省と協議を行 た上で、必要に応じ、リスク管理の在り方

参 考
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い、定期的再評価の仕組みや優先順位の設 を検討すべきであることから、御意見につ

定などを検討してください。 いては同省に伝えます。

【第３ 食品健康影響評価の実施 ３「自

ら評価」を行う案件の定期的な点検・検討

及び実施】に関して

食品安全基本法の制定後、食品添加物の

指定に関しては、貴委員会が適切にリスク

評価を行い、適正に管理されていると考え

ます。しかし、同法制定以前から使用が認

められている指定添加物や既存添加物の中

には、安全性に関する評価が不十分なもの

が存在します。安全性の根拠に乏しい食品

添加物のリスク評価の見直しを迅速に行っ

てください。また合わせて、新しい科学的

知見に基づいた定期的な食品添加物の再評

価も必要に応じて行ってください。

欧州食品安全機関（ＥＦＳＡ）は、欧州

で現在使用されている食品添加物等の再評

価を行っています。日本でも日頃から国内

外の情報をもとに、現在流通・販売等され

ている食品添加物の中から再評価が必要な

ものを抽出、優先品目を設定し、適切に評

価するしくみを構築すべきです。リスク管

理機関である厚生労働省とも十分に連携

し、専門調査会の設置など、再評価実施に

向けた施策を進めてください。

２．整備されていない分野の健康影響評価 ２．御指摘のうち、飼料添加物については

ガイドラインを速やかに作成してくださ 平成30年９月25日に評価指針を作成し公表

い。 しました。農薬及び器具・容器包装につい

【第３ 食品健康影響評価の実施 ２ 評 ては、現在専門調査会において審議を行っ

価ガイドラインの策定】に関して ているところです。アレルゲンを含む食品

については、研究事業で作成した評価ガイ

未策定の「農薬」「飼料添加物」、平成３ ドラインのたたき台を踏まえ、調査事業で

０年度計画（案）にも示されている「器具 収集・整理した科学的知見を活用し、審議

・容器包装」「アレルゲン」の評価ガイド を進めてまいります。

ラインの策定を早急に進めてください。

３．いわゆる「健康食品」を重点化し、周 ３．食品安全委員会では、いわゆる「健康

知や理解促進に取り組んでください。 食品」に関して、平成30年度は、講師を地
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【第１ ２０１９年度における委員会の運 方公共団体に派遣して説明を行うととも

営の重点事項 （２）重点事項 ②リスク に、冊子・リーフレット「いわゆる「健康

コミュニケーションの戦略的な実施】に関 食品」に関する報告書及びメッセージ」に

して ついて、地方公共団体との意見交換会や管

理栄養士・大学教員が参集する学会におい

近年、特定の成分を濃縮したカプセル剤 て積極的に配布し、また、Facebook、メー

や飲料等、通常食品では摂取しないような ルマガジン等を通じての情報発信を行いま

形態や摂取方法による健康被害の事例が発 した。

生しています。現在、機能性表示食品を含 2019年度においても、地方公共団体や消

むいわゆる「健康食品」について、商品の 費者団体等の御要望を伺いつつ、引き続き

種類が増加し、消費者は手軽に購入するこ 積極的に意見交換や情報発信を行ってまい

とができます。一方で、広告が氾らんする ります。

ことはあっても、消費者がいわゆる「健康

食品」のリスクについて学んだり、機能性

表示食品制度に関する情報に触れることは

ほとんどありません。その結果、消費者の

理解が十分に進んでいないのが現状です。

今後も継続した情報発信や丁寧なリスクコ

ミュニケーションが必要だと考えます。

２０１５年に貴委員会がまとめた「いわ

ゆる『健康食品』に関する報告書及びメッ

セージ」は、消費者が理解しやすい内容で

あると考えます。普及のために、貴委員会

Facebookやメールマガジンなどを通じ、積

極的な発信がなされてはいますが、いまだ

消費者に十分に活用されていません。様々

な媒体や方法を駆使し、より一層、報告書

の内容を広く社会に知らせてください。報

告書には、「『健康食品』は、多くの場合が

『健康な成人』を対象にしています。高齢

者、子ども、妊婦、病気の人が『健康食品』

を摂ることには注意が必要です。」とあり

ます。これら幅広い層の消費者に向けて、

地方自治体や消費者団体の協力を得ながら

多様なコミュニケーションの場を作ること

が必要だと考えます。

４．消費者が食品のリスクを適切に理解す ４．食品安全委員会では、食品健康影響評

るため、食品のリスクの全体像や各リスク 価やリスクプロファイルの作成の中で、DA

・危害要因を相対的に理解できるめやす LYs（障害調整生存年）、MOE（ばく露マー

（リスクのものさし）の作成を検討してく ジン）等、ハザードごとのリスクを比較し



- 4 -

ださい。 得る指標を用いることがあります。

【第１ 平成３０年度における委員会運営 2019年度のリスクコミュニケーションに

の重点事項 （２）重点事項 ②リスク おいては、皆様に分かりやすくリスクやハ

コミュ二ケーションの戦略的な実施】に関 ザードの情報をお伝えできるよう検討を重

して ねてまいります。

食品添加物や農薬等に対する不安や恐れ

を強く感じている消費者は多くいます。個

々の食品や物質に関するリスクについて、

詳しい説明は大切ですが、管理されている

リスクであるにもかかわらず、説明によっ

てかえってリスクを強く意識してしまうこ

とがあります。また、そのことによって本

来対応すべきリスクへの認識が弱くなった

り、社会的にかけるべきリスク管理のコス

トについての判断がアンバランスになる傾

向も見られます。貴委員会は食品健康影響

評価の専門機関として、種々の物質のリス

ク評価に日々取り組み、積極的に情報を公

開しています。ただ、公開される情報は膨

大かつ専門的です。一般消費者にとっては、

それらを読み解き、自らの生活に照らして

必要な情報を選び取ったり、それらを総合

的に理解したりすることは困難です。食に

関して、リスクの大きさを総合的に捉えら

れるような手掛かり、相対的なリスクの大

きさや状況による違いを理解する手助けに

なるめやすが別途必要だと考えます。

すでに米国やオランダ等では、リスクを

相対的に比較する試みが行われています。

消費者の理解を促進するためにも、リスク

を相対的に比較して表しためやす（リスク

のものさし）の作成を検討してください。

【意見２】 【回答２】

・冒頭に記載の通り「国民の健康の保護を 食品健康影響評価に当たっては国民の健

最優先に」することが大前提であり、それ 康の保護を最優先に行っています。

に反する内容であれば、例え標準処理期間 他方、標準処理期間については、努力目

より時間がかかるような場合でも食品健康 標であり、これを達成するため評価をおざ

影響評価は時間をかけて行うべき。また、 なりに行うということは決してありませ

リスクが少しでも考えられるなら使用を認 ん。
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めない等、国民の健康を最優先する施策を また、御指摘の「国民の健康を優先する

実行してもらいたい。 施策」については、リスク管理機関である

厚生労働省、農林水産省等に伝えさせてい

ただきます。

・第１の(２)重点事項で「国際的動向を踏 「国際的動向を踏まえた」等とは、食品

まえた」「国際整合的な」「国際的な評価方 安全委員会において実施する食品健康影響

法との整合性を確保」などとの表現がある。 評価が国際的にみて不十分なものとなるこ

最低限他国並みに厳しくする観点からであ とがないように、国際機関を始め海外の機

ればこのような表現も可であるが、国際的 関でのリスク評価の状況、それに利用され

整合性があったとしても、そこに「国民の ている科学的な知見等を的確に把握しなが

健康第一主義」が欠けることがあってはな ら評価を行うことを指しています。

らない。「リスクは否定できないが、国際 このように、委員会は、国内外の状況を

的には許容される程度のリスクである」と 踏まえつつ、国民の健康の保護を最優先に

か「このような細かな検証は国際的には不 評価を行っております。

要とされている」に類する考え方は国民の

健康をないがしろにするものであることに

は十分注意頂きたい。

・「第３ 食品健康影響評価の実施」「３(２) 「自ら評価」の案件の選定については、

「自ら評価」の実施」に2つあげられてい 毎年ホームページ等で案件候補を公募し、

るが、今後は「残留農薬、添加物、遺伝子 提出された案について企画等専門調査会で

組換え食品の複合影響評価」を加えて頂き の審議を経て食品安全委員会で実施案件を

たい。過去も現在も単品での影響評価しか 決定しています。

見ておらず、現実では何百もの農薬・添加 複合影響については、現段階では国際的

物・遺伝子組換え品を摂取していることを にも、評価手法として確立したものはなく、

踏まえれば、複合影響を検証せざるを得な 基礎的な検討段階にあることから、現段階

いはず。 では総合的な評価は困難であると考えてお

ります。

いずれにしても、食品安全委員会として

は今後とも国際的動向を注視してまいりた

いと考えております。

・「第６ リスクコミュニケーションの促進 ご意見のとおり、食品健康影響評価や食

」「１ 様々な手段を通じた情報の発信」 品安全に関する情報は、迅速に最新の情報

においては最新の情報が日々更新される位 を伝えることが重要と認識しております。

のタイムリー性が重要。 SNS等を利用し、今後ともタイムリーな情

報発信を行ってまいります。

・「第６の２「食品の安全」に関する科学 ２つの講座（「みんなのための食品安全

的な知識の普及啓発」にて２つの講座の開 勉強会」及び精講）に関しては、国民の健
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催を行うとされている。その講座内容につ 康の保護が最も重要であるという基本的認

いては、決して「農薬、添加物、遺伝子組 識の下、科学的な知識に基づき行ってまい

換え品は現代生活に欠かせないものであ ります。

り、健康影響リスクがないように上限値設

定等しているので安全」のような表現がな

いよう徹底をお願いしたい。

【意見３】 【回答】

冒頭の事業運営方針に「国民の健康の保 御意見も踏まえ、関係省庁とも協力して

護を優先に」とある通り、国際基準ではな 対応してまいります。

く、我々国民を常に基準にして情報精査、

検査、評価、法律整備、情報発信を強く望

みます。

これらがジャパンスタンダードとして確

立、国際的評価を勝ち取れば、日本の農産

物、加工食品など、かつての工業製品と同

様に、または、さらにブランド化し、信頼

を勝ち得、輸出増進、さらに各地で成功し

ている産地ブランド化も進めば、地方創生、

日本活性化にまで広がります。国のテコ入

れによる影響力の大きさは、各企業や小さ

な自治体の強力な後押しとなります。ぜひ

日本のトップアンドブライテストの精鋭

に、われわれ日本のためという気概をもっ

て取り組んでいただきたい。しかも、これ

が世界の標準を牽引することにもなりま

す。応援しています。

※頂いたものをそのまま掲載しています。
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